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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文では、グローバル化の進展により、これまで地理的な距離や国家による規制、あるいは文化
や慣習の違いによってある程度分離されていた市場が急速に統合・同質化されているなか、「地方自
治体が海外をはじめ、地理的にその管轄する地域を越えて、地域経済の振興のための施策を実施する
ことが必要である」ことを仮説として理論分析及び事例研究を行った。 
 第１章では、本稿の研究目的と問題意識、3つの研究課題を提示し、第 2章では、地域産業政策と
クラスターについての先行研究を整理し、地域が競争力を有するためにはクラスターにおいてイノベ
ーションを創発することが重要であり、そのためには多様な知識を地域に導入する必要があることを
示し、グローバルパイプラインとゲートキーパーという、クラスターが外部との連携を行う際の機能
について検討を行った。そして、地方自治体こそ、この 2つの機能を果たすべきであると論じ、その
際には Government to Government（G to G）のネットワーク構築が重要であることを指摘した。 
 第 3章では、地方自治体の海外拠点と国際戦略を事例として分析し、地方自治体は海外拠点の数を
増加させており、過去においては姉妹都市提携などの行政的・政治的な理由から海外拠点を立地させ
ていたが、次第に地元企業の海外展開の支援といったビジネス上の利益を求めて製造業の立地に準ず
る形で立地展開させており、特定の国の特定の地域に集中する傾向があることが明らかにした。さら
に、今日の地方自治体が国際交流を都市の発展戦略として位置づけ、G to G のグローバルパイプラ
インを基盤として実利につながる交流を進め、特定の産業分野についてそれぞれの強みのある地域と
連携しようとしていることを示した。 
 第 4 章では、地方自治体の水ビジネスの海外展開の事例を通じて、G to G のグローバルパイプラ
インを構築することにより、海外において日本の企業に強みのある水ビジネス需要の創造がなされて
おり、その実践においては様々な組織が設けられるが、一般的には何らかの水ビジネス企業の囲い込
みが行われていること。地方自治体自ら利益を上げようとしているか、支援機関として日本企業の海
外展開を促進する働きを志向しているか、自治体本体でその取り組みを行っているのか、外郭団体や
出資法人を活用することにより事業を行っているかなどの点で、海外展開の取り組みに多様性がある
ことを明らかにした。 
 第 5章では事例研究として地方自治体による国際見本市への出展を取り上げ、国際見本市が一時的
なクラスターとして、その場への参加を通じて当事者間の知識やアイディアの移転が行われることを
先行研究により確認した。そして、地方自治体が公共の信頼性を活用して国際見本市においてアクタ
ーとして企業誘致に務め、企業と Government to Business の関係を構築しようとしていること。一
方で、ゲートキーパーとして地域で有する企業や技術に関する情報を取りまとめ、国際見本市の場で
効果的な情報発信を進めていること。出展目的に応じて地方自治体直営あるいは関連団体による出展
を使い分けていることを明らかにした。 
 第 6章では、欧州の地域政策で近年注目されている概念であるスマートスペシャリゼーションにつ
いて関係文献を整理し、アジアにおける日本の地方自治体によるクラスター連携の課題と国際分業の
進展に関する政策的なインプリケーションについて論じた。 
 このように、地方自治体が海外をはじめ、地理的にその管轄する地域を遠く越えて、地域経済の振
興のための事業を実施することに政策的なイノベーションが認められ、今後この分野において地方自
治体による積極的な役割が求められることが明らかになったと考える。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、地域産業政策研究や産業集積(クラスター)研究の観点から、地方自治体による国際的な
地域産業政策について、理論的検討および実態分析を行っている。 
 第１章で問題意識と検討課題を述べており、第２章で先行研究の整理・検討を行っているが、先行
研究を踏まえながら、地域経済の活性化を目的とする地域産業政策は地方自治体が主体となって地域
産業の特性を生かして実施すべき点、イノベーションの源泉となる地域のクラスターの成長のために
は地域外の企業や機関との連携が必要である点、クラスターを国際的に連携させるためにはゲートキ
ーパーやグローバルパイプラインという役割が重要であること等を論じている。また、先行研究では
ゲートキーパーやグローバルパイプラインとなりうるアクターとして多国籍企業や大学・研究機関を
取り上げているだけで、地方自治体による国境を越えるクラスター連携とネットワーク構築について
は研究が不足していることを論じている。 
第３章～第５章で地方自治体の国際的な地域産業政策について事例研究を行っているが、第３章で
は地方自治体の海外事務所の立地展開等の分析から、地方自治体の国際政策の変遷について論じてい
る。第４章では地方自治体の水ビジネスの海外展開の分析から、国際的な政府間関係構築による地域
産業政策の重要性について論じている。第５章では地方自治体の国際見本市出展の分析から、一時的
な産業集積を活用したゲートキーパーの役割を論じている。 
第６章では欧州における地方自治体レベルでの国際的なクラスター連携の事例（特に「スマートス
ペシャリゼーション」という考え方）等を分析しながら、今後のクラスター連携のあり方・方向性に
ついて論じている。第７章で研究全体のまとめを行っている。 
本論文の意義としては、以下の３つが挙げられる。第１に、これまで研究が不足していた、地方自
治体の国際的な地域産業政策について、理論的検討および実態分析の両面から研究を行った点が評価
できる。 
第２に、理論的検討に関して、国際的なクラスター連携におけるゲートキーパーやグローバルパイ
プラインの概念を使って、地方自治体の国際的な地域産業政策の役割について考察した点が評価でき
る。 
第３に、実態分析に関して、地方自治体の海外事務所の立地展開や水ビジネスの海外展開、国際見
本市出展など、国際的な地域産業政策に関する事例研究を丹念に行った点が評価できる。 
ただし、本論文には問題点もある。地方自治体の国際的な地域産業政策が実際にはクラスター形成
に必ずしも成功していない面もあり、こうした課題についての検討が十分ではない。 
以上のような問題点は存在するものの、本論文の意義を損なうものではない。よって、審査委員会は、
本論文が博士（商学）の学位を授与するに値すると判断した。 
 
